
平成 30 年７月 17 日 8：00 

総 務 局 総 合 防 災 部 

 

平成 30年７月豪雨に伴う被害について 

 

１ 人的・物的被害（総務省消防庁発表・17日 5：15現在） 

道府県 

人的被害 住家被害 

死者 
行方 

不明者 

負傷者 
全壊 半壊 

一部 

破損 

床上 

浸水 

床下 

浸水 重症 軽傷 程度不明 

北 海 道        1 7 121 

秋 田 県        1   

福 島 県        9   

神奈川県         1 1 

富 山 県          2 

石 川 県          9 

福 井 県        3  15 

長 野 県        1 1 18 

岐 阜 県 1  1 2  3 3 115 401 762 

静 岡 県          4 

滋 賀 県 1         1 

京 都 府 5  1 6 1 12 7 51 502 2,103 

大 阪 府   2   1  9 7 25 

兵 庫 県 2  2 8  5 5 22 100 541 

奈 良 県  1      1 1 20 

和歌山県    1   2 1 47 192 

鳥 取 県        3 8 52 

島 根 県        2 227 77 

岡 山 県 61 3 5 48  120 28 41 5,160 6,110 

広 島 県 101 13 28 74  213 227 447 1,331 2,497 

山 口 県 3  1 8  7 9 27 510 479 

徳 島 県        4 3 14 

香 川 県    3    8 1 7 

愛 媛 県 26  3 6 2 28 46 13 4,390 1,437 

高 知 県 3   1  4 8 27 221 618 

福 岡 県 4  6 14  7 8 113 690 2,150 

佐 賀 県 2  1 4  2 4 4 33 227 

長 崎 県    10  1  4 4 18 

熊 本 県   1    3 4 3 70 

大 分 県   1 3  2 1 3  12 

宮 崎 県 1  1        

鹿児島県 2   1  1  5  3 

沖 縄 県    5       

合計 212 17 53 194 3 406 351 919 13,648 17,585 

  ※ そのほか、連絡が取れない者の情報あり 

  



２ 避難指示等の状況（総務省消防庁発表・16日 20：00現在） 

 府県 
避難指示（緊急） 避難勧告 

対象世帯数 対象人数 対象世帯数 対象人数 

長野県 9 18   

京都府 46 96 13 30 

大阪府 10 24 7 24 

兵庫県 121 260 25 44 

和歌山県   2 5 

鳥取県 5 16   

岡山県 11,097 27,786   

広島県 確認中 確認中 確認中 確認中 

徳島県 1 3   

香川県 21 58 17 34 

愛媛県 138 305 13 43 

福岡県 32 69   

長崎県 12 19   

合計 11,492 28,654 77 180 

  ※ 広島県については、避難指示（緊急）（3地区）、避難勧告（19地区）及び避難準備・高齢者等

避難開始（9地区）を合算して 41,075世帯、92,638名に発令 

 

３ 避難所の状況（総務省消防庁発表・16日 20：00現在） 

府県 避難所数 避難者数 

長野県 2 18 

岐阜県 1 1 

京都府 5 66 

大阪府 4 8 

兵庫県 8 45 

和歌山県 2 2 

島根県 2 16 

岡山県 41 2,830 

広島県 84 1,200 

山口県 2 9 

徳島県 1 4 

香川県 1 3 

愛媛県 46 451 

高知県 6 10 

福岡県 8 41 

佐賀県 1 8 

合計 214 4,712 

 

４ 都（総合防災部）の態勢 

 ・ ７月６日 １７時１０分 情報連絡態勢を構築 

 ・ ７月９日 １３時３０分 危機管理対策会議を開催 

 

５ 政府の主な対応 

 ・ ７月５日１３時００分 関係省庁災害警戒会議 

 ・ ７月６日１３時５８分 平成３０年７月５日からの大雨に関する官邸連絡室設置 

       １４時３０分 関係省庁災害対策会議 



 ・ ７月７日 ９時００分 関係省庁局長級会議 

       １０時００分 関係閣僚会議 

        総理指示 

         ・人命第一の方針の下、救助部隊を遅滞なく投入し、被災者の救命、救助に万全を

尽くすこと 

         ・先手先手で被害の拡大防止に万全を期すこと 

         ・被災府県、被災市町村と緊密に連携して、住民の避難、被災者の生活支援、ライ

フラインの復旧などに当たること 

       １０時２０分 平成３０年７月５日からの大雨に関する官邸対策室に改組 

 ・ ７月８日 ８時００分 非常災害対策本部設置 

        ９時０３分 第１回非常災害対策本部会議 

 ・ ７月９日 ９時４５分 第２回非常災害対策本部会議 

 ・ ７月 10日 ８時５０分 第３回非常災害対策本部会議 

 ・ ７月 12日 ９時００分 第４回非常災害対策本部会議 

 ・ ７月 13日 ８時００分 第５回非常災害対策本部会議 

・ ７月 14日 10時０５分 第６回非常災害対策本部会議 

・ ７月 15日 ８時１５分 第７回非常災害対策本部会議 

・ ７月 16日 10時００分 第８回非常災害対策本部会議 

 

６ 関係機関等の活動状況 

（１） 自衛隊（防衛省発表・16日 11：00現在） 

  以下の府県が自衛隊への災害派遣要請を実施 

  ・京都府：７月６日 01時 10分 水防活動（堤防補強のための土嚢積み） 

７月６日 07時 05分 撤収要請 

７月６日 18時 35分 水防活動（堤防補強のための土嚢積み） 

７月６日 23時 30分 撤収要請 

７月７日 06時 10分 人命救助 

７月７日 09時 42分 人命救助 ※海上自衛隊への依頼 

７月 12日 10時 02分 撤収要請 

・高知県：７月６日 03時 30分 孤立者の救助等 

     ７月 16日 09時 07分 撤収要請 

    ・福岡県：７月６日 09時 56分 人命救助等 

・広島県：７月６日 21時 00分 人命救助 

  ・岡山県：７月６日 23時 11分 人命救助等 

    ・愛媛県：７月７日 06時 10分 人命救助 

    ・山口県：７月７日 07時 35分 人命救助 

７月７日 14時 55分 撤収要請 

    ・兵庫県：７月８日 05時 00分 人命救助 

         ７月８日 17時 45分 撤収要請 

 

（２）警察 

  ・ 警察庁から警視庁に対して、７月７日６時 54分に広域緊急援助隊の要請あり 

  ・ これを受けて、７月７日 10時 10分に特殊救助隊 14名、13時 00分に機動隊 90名、 

13時 43分に本部支援班 21名が広島県に向けて出動 

  ・ ８日から広島県内において、救出救助活動を実施 

  ・ 10日、第二次派遣部隊（機動隊 90名、支援班 15名他）が広島県内において救出救助活動を実

施し、広島県内において４件５名（期間計 11件 18名）を救助 

  ・ 13日、第三次派遣部隊計 105名が広島県に向け出発 

 

 



（３）消防 

  ・ 被災県からの応援要請を受け、総務省消防庁が、７月６日から順次、西日本を中心に各県に対

して緊急消防援助隊の出動準備を依頼、出動の求め 

  ・ 東京消防庁に対しては、総務省消防庁から７月７日 11時 10分に岡山県に対しての出動の求め

があり、11時 25分に派遣隊支援本部を設置、12時 50分にヘリ一機（１隊 12名）が岡山県に向

け出動 

  ・ ８日、岡山県倉敷市においてヘリにて救出救助活動を実施し、７名を救出 

  ・ ９日 14 時 00 分総務省消防庁及び岡山県知事からの引揚決定通知を受け、現地引揚。17 時 00

分江東航空センターへ帰隊 

 

７ 広域応援の状況 

 ・ ７月８日、総務省から愛媛県大洲市への都職員の派遣について要請があり、派遣に向けて準備 

 ・ ７月９日、東京都が岡山県倉敷市の支援団体（カウンターパート団体）となることが決定 

 ・ ７月９日、全国知事会を通じて岡山県倉敷市への避難所運営支援のための都職員の派遣について

要請があり、派遣に向けて調整開始 

 ・ ７月 10日、愛媛県大洲市へ職員３名を派遣（災対本部運営支援） 

         岡山県倉敷市へ職員２名を派遣（被災状況把握、支援に向けた情報収集） 

 ・ ７月 11日、岡山県倉敷市へ職員 20名を派遣（避難所運営補助） 

・ ７月 12日、岡山県倉敷市へ職員１名を派遣（被災状況把握、支援に向けた情報収集） 

 ・ ７月 13日、岡山県倉敷市へ職員 30名を派遣 

（避難所運営補助、物資仕訳・受入対応、市役所業務補助） 

 ・ ７月 15日、岡山県倉敷市へ職員５名を派遣 

（受援調整、罹災証明発行等の支援） 

 

 

   ※ 現時点で、延べ６１名（活動中５８名）の職員を被災地へ派遣（警察、消防を除く。） 

 

 

【参考】 

 ○ 本件に係る大雨特別警報 

   以下の府県に発表されていた大雨特別警報は全て解除 

・ 福岡県、佐賀県、長崎県（７月６日 17：10発表、７月７日８：10解除） 

・ 広島県（７月６日 19：40発表、７月７日 10：50解除） 

・ 鳥取県（７月６日 19：40発表、７月７日 13：10解除） 

・ 岡山県（７月６日 19：40発表、７月７日 15：10解除） 

・ 兵庫県（７月６日 22：50発表、７月７日 18：10解除） 

・ 京都府（７月６日 22：50発表、７月７日 21：20解除） 

・ 岐阜県（７月７日 12：50発表、７月８日 14：10解除） 

・ 高知県、愛媛県（７月８日５：55発表、７月８日 14：50解除） 

 

 ○ 本件に係る土砂災害警戒情報 

   全て解除 

 



■ライフライン被害 
 
 
 
 

 
 
 
           ※電気・ガスは復旧済み 

時点 断水戸数

岡山県 07/17/0800 14,920

広島県 07/16/1600 93,419

愛媛県 07/16/1200 10,413

岐阜県 京都府 兵庫県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 愛媛県 高知県 福岡県

死者 1 5 2 0 0 61 101 3 26 3 4

負傷者 3 8 10 0 0 53 102 9 11 1 20

行方不明 0 0 0 0 0 3 13 0 0 0 0

全壊 3 12 5 0 0 120 213 7 28 4 7

半壊 3 7 5 0 0 28 227 9 46 8 8

一部損壊 115 51 22 3 2 41 447 27 13 27 113

床上浸水 401 502 100 8 227 5,160 1,331 510 4,390 221 690

床下浸水 762 2,103 541 52 77 6,110 2,497 479 1,437 618 2,150

1 66 45 0 16 2,830 1,200 9 451 10 41

人
的
被
害

住
家
被
害

避難者数

■災害救助法適用府県人的被害等（総務省消防庁発表7月17日05時15分時点） 

■災害救助法適用府県（内閣府発表7月13日時点） 

平成30年7月豪雨による被害状況 

〇愛媛県松山市（九州地方整備局Ｔｗｉｔｔeｒより） 

岐阜 

京都 
兵庫 

島根 

鳥取 

岡山 

広島 

愛媛 
高知 

山口 

福岡 

〇岡山県倉敷市真備町 

■全国河川被害（国土交通省発表） 

浸水被害 施設等被害

20水系 34水系

35河川 53河川

66水系 95水系

192河川 271河川

国管理

道府県管理



平成30年７月豪雨　被災市町村に対する人的支援の状況

総　　　　務　　　　省
７月16日（月）13時現在

１．応援職員の派遣状況

７月16日時点で、被災１５市町に対し、１９都県市から３１４名を派遣

被災
市町村

対口支援
団体

派遣人数
(16日時点)

主な業務内容

呉市
く れ し

静岡県 １４名
罹災証明交付業務（受付・交付）、
避難所運営等

海田町
か い た ち ょ う

富山県 １１名
罹災証明交付業務（受付・交付）、
災害対策本部運営支援等

竹原市
た け は ら し

浜松市

熊野町
く ま の ち ょ う

三重県 １３名
災害対策本部運営支援、
避難所運営、災害廃棄物処理支援

坂町
さかち ょう

川崎市 １１名
災害対策本部運営支援、
避難所運営

江田島市
え た じ ま し

石川県 １１名
災害対策本部運営支援、
ボランティアセンター運営支援

三原市
み は ら し

名古屋市 １２名
罹災証明交付業務（調査）、
連絡調整員

尾道市
お の み ち し

長野県 ３名 先遣隊

東広島市
ひ が し ひ ろ し ま し

愛知県 ２名 本部リエゾン

府中市
ふ ち ゅ う し

宮城県 １９名
罹災証明交付業務（受付・交付、
調査）、災害対策本部運営支援

小計 １０団体 １０団体 ９６名

倉敷市
く ら し き し

東京都

埼玉県
福岡市

５８名

１０名
４０名

罹災証明交付業務（受付・交付、
調査）、避難所運営、
支援物資仕分業務等
物資拠点運営
避難所運営、支援物資仕分業務等

高梁市
た か は し し

神奈川県 ２０名
罹災証明交付業務（受付・交付）、
支援物資仕分業務等

矢掛町
や か げ ち ょ う

千葉県

総社市
そ う じ ゃ し 仙台市

新潟市
　５名
２３名

災害対策本部運営支援等
避難所運営、災害対策本部運営支援

小計 ４団体 ７団体 １５６名

被災県

岡山県

広島県

　※ 15日に一旦帰庁。
　　 罹災証明書交付業務のため再度派遣予定。

　※ 13日に一旦帰庁。
　　 17日より罹災証明書交付業務のため
　　 再度派遣予定。



被災
市町村

対口支援
団体

派遣人数
(16日時点)

主な業務内容

大洲市
お お ず し

香川県 ２名 災害対策本部運営支援

西予
せ い よ

市
し

熊本市 ３４名
罹災証明交付業務（調査）、
避難所運営等

宇和島市
う わ じ ま し 徳島県

大分県
１１名
１５名

避難所運営等
給水補助業務

小計 ３団体 ４団体 ６２名

※１「被災市区町村応援職員確保システム」に基づく派遣を記載。

※２ 対口支援団体の都県は、区域内の市区町村とともに一体的支援を行う。

２．災害マネジメント総括支援員の派遣状況

７月16日時点で、被災６市町に対し、６県市から６名の災害マネジメント

派遣団体 派遣時期

兵庫県 ７月９日～

浜松市 ７月９日～７月１４日

川崎市 ７月８日～

宮城県 ７月１３日～

熊本市 ７月８日～７月１２日

東京都 ７月１０日～７月１５日

香川県 ７月１４日～

横浜市 ７月９日～

徳島県 ７月９日～

※２ 倉敷市へ派遣された熊本市の災害マネジメント総括支援員は、対口支援団体への引き継ぎを終え、帰還。

被災県

愛媛県

岡山県 倉敷市
く ら し き し

愛媛県 西予市
せ い よ し

宇和島市
う わ じ ま し

※１ 浜松市は、対口支援団体としての支援は継続。

※３ 大洲市へ派遣された東京都の災害マネジメント総括支援員は、香川県の災害マネジメント総括支援員への
　　　引き継ぎを終え、帰還。

大洲市
お お ず し

竹原市
た け は ら し

総括支援員を派遣

坂町
さかち ょう

広島県

府中市
ふ ち ゅ う し

被災県 被災市町村

呉市
く れ し



岡山県倉敷市の被害状況について 

 

 

○被害状況等（７月 17日８時現在 岡山県災害対策本部資料より抜粋） 

・人的被害 

 死者 52人（うち真備町 51人） 

 行方不明者 なし 

・住家被害 

 全壊    100棟以上 

 建物浸水害 約 4,100 棟程度の建物浸水被害 

       （住家・非住家・床上浸水・床下浸水等の内訳は確認中） 

・ライフライン 

 断水 約 7,600戸  

 

【参考 浸水地区】 

 

 

○避難所・避難者数 

 ・避難所 ：19箇所  ・避難者 ：1,983 人 

 

○これまでの派遣実績 

 ・延べ５８人 

 ・業務内容：被災状況把握、支援に向けた情報収集、避難所運営補助、物資仕訳・

受入対応、市役所業務補助、受援調整、罹災証明発行等の支援  等 

 

 

出典：国土地理院及び 

      国立研究開発法人防災科学技術研究所 

「平成 30年 7月豪雨 クライシスレスポンスサイト」より 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjejsa9lKPcAhVEH5QKHTv3Bq0QjRx6BAgBEAU&url=http://www.city.kurashiki.okayama.jp/gaiyo/&psig=AOvVaw3ZZ1vDq4vou2tGJ30HGNAz&ust=1531814668461111


被災前撮影 

7月9日撮影 

浸水域 

出典：国土地理院及び 
    国立研究開発法人防災科学技術研究所「平成30年7月豪雨 クライシスレスポンスサイト」より 

倉敷市高梁川地区（真備町）推定浸水建物リスト 

浸水推定段彩図※より判読した被害棟数（7,762棟） 

※浸水推定段彩図とは、国土地理院が倉敷市内における7月7日の
映像等の情報から浸水した範囲の端の地点を確認し、その地点
の高さから標高データを用いて浸水面を推定したもの 



１　職員等の派遣状況

≪実績≫

事務 技術 医療 他

総務局 愛媛県大洲市 災害対策本部のマネジメント支援 3 3 3 0 0 0 0 0 活動終了

総務局 岡山県倉敷市
避難所運営、支援物資仕分け、り災証明交付、災害対策
本部運営等の支援

58 58 57 1 0 0 0 0 活動中

61 61 60 1 0 0 0 0

≪予定≫

局名※1 派遣先 支援内容

福祉保健局 広島県西部東保健所 DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）の派遣

福祉保健局 広島県三原市 保健師チームの派遣

２　支援状況（職員等の派遣を除く）

局名

福祉保健局
財務局
産業労働局

教育庁

都市整備局

福祉保健局

オリパラ局
建設局
総務局

ろ過装置
愛媛県からの要請に基づき、都への納品前のろ過装置（１基）を、愛媛県の南予水道企業団にお譲りする調整（ろ過装置は南予水道企業団が製造
会社から直接購入）

各局による被災地への職員等の派遣状況等（警視庁・東京消防庁を除く）

支援内容

義援金の募集、募金箱の設置等
【募集期間】平成３０年７月１１日（水曜日）～平成３０年８月３１日（金曜日）
【そ の 他】都庁第一本庁舎及び第二本庁舎の１階受付、全国観光ＰＲコーナー、都庁展望室日本全国物産展に募金箱設置

都 他
活動状況

※１「局名」は、当該派遣の取りまとめ局であり、都の派遣人数には他局の職員を含む場合がある。
※２「派遣人数」は、7月16日までに派遣した人数の累計である。

開始時期

7月17日～

局名※1 派遣先 区市
町村

支援内容

派遣人数※1※2

総計

被災地の生徒等の都立学校への受入れ

合計

液体ミルクの提供
１２日（木曜日）岡山県倉敷市から、乳児用液体ミルク２，０００個を提供して欲しいとの要請があり、イオン（株）に協力を依頼、一週間程度
で調達できる見通し。

被災者の都営住宅等への受入れ
【提供戸数】都営住宅１７０戸、公社住宅５０戸　【受付期間（第１次）】平成３０年７月１８日（水曜日）～平成３０年７月２４日（火曜日）
※受付状況に応じて２回目以降の受付を行う予定

7月17日～

７月１６日現在 
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